


 

代理人による届出の場合には、代理権の所在及びその範囲を証する書面を添付

して下さい。 

 

 

届出に係る権利が地上権もしくは賃借権又はこれらの権利の目的となっている

土地の所有権である場合は、これらの権利の内容（存続期間、残存期間、堅固・

非堅固の別、地代のほか権利設定にあたっての一時金の有無、増改築の禁止等

の特約の有無、登記の有無等。）を記載してください。（必要に応じて、「その他

参考となるべき事項」の欄の余白または別紙に記載して下さい。） 

 

 

「工作物等に関する対価の額等」の欄には、消費税額（地方消費税額を含む。）

に相当する額を含んだ額を記載してください。 

 

 

届出に係る土地に関する権利の移転又は設定をする契約と一体と見なされる契

約（土地に関する契約に付随し又は相当因果関係を有すると認められる支出を

内容とする計画（例：営業補償、移転料）。）を行った場合には、その契約の内

容を届出書の「その他参考となるべき事項」の欄に記載してください。 
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